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原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、国立研究開発

法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉施設〔STACY（定常臨界

実験装置）施設〕の変更に係る設計及び工事の計画の認可申請（令和 5 年 5 月

31 日付け令 05 原機(科臨)005 をもって申請、令和 5 年 10 月 20 日付け令 05 原

機(科臨)013 をもって一部補正。以下「本申請」という。）が、「核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和 32 年法律第 166 号。以下「法」

という。）第２７条第３項第１号に規定する試験研究用等原子炉の設置変更の許

可を受けたところによるものであるか、法第２７条第３項第２号に規定する「試

験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」（令和 2 年原子力規制委

員会規則第７号。以下「技術基準規則」という。）に適合するものであるか審査

した。 

 

１．法第２７条第１項の規定に基づく設計及び工事の計画の認可申請の概要 

本申請に係る設計及び工事の計画は、平成 30 年 1 月 31 日に許可した「国立

研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許

可申請書[STACY（定常臨界実験装置）施設等の変更]」（平成 23 年 2 月 10 日付

け申請、平成 27 年 3 月 31 日付け、平成 28 年 11 月 1 日付け、平成 29 年 3 月

1 日付け、平成 29 年 3 月 31 日付け、平成 29 年 6 月 14 日付け、平成 29 年 9

月 8 日付け及び平成 30 年 1 月 24 日付け一部補正。以下「設置変更許可申請

書」という。）に従って設置されている核計装（起動系）の中性子検出器につ

いて、その更新に併せて、核計装（起動系）の計測範囲の表記を実際の計測方

式に合わせて 1×10-5～2×100W から 1～2×105s-1に変更するものである。 

なお、核計装検出部は消耗品として、STACY 設置当初から交換を想定した汎

用品を用いている。 

 

２．法第２７条第３項第１号（設置変更許可申請書との整合性）への適合性 

規制庁は、本申請が試験研究用等原子炉の設置の変更の許可を受けたところ

によるものであることを、以下のとおり確認したことから、法第２７条第３項



第１号の規定に適合すると判断した。 

（１）設計及び工事の計画のうち、設備の設計条件及び設備の仕様に関する事

項は、設置変更許可申請書に記載された設計方針と整合していること 

（２）上記事項の他、設計及び工事に係る品質マネジメントシステムが、設置変

更許可申請書の試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る品質

管理に必要な体制の整備に関する事項と整合していること 

 

３．法第２７条第３項第２号（技術基準規則）への適合性 

規制庁は、本申請に係る設計及び工事の計画が、核計装（起動系）の計測範

囲の表記を変更するとともに核計装（起動系）の中性子検出器を更新するもの

であることから、技術基準規則第３０条（計測設備）に適合するものであるか

を確認した。 

なお、本節で用いる条番号は、断りのない限り技術基準規則のものである。 

 

（１）第３０条第１項第１号（計測設備） 

第３０条第１項第１号の規定は、試験研究用等原子炉施設について、熱出

力及び炉心における中性子束密度を計測する設備が設けられていなければ

ならないことを要求している。この場合において、当該事項を直接計測する

ことが困難な場合は、これを間接的に計測する設備をもって代えることがで

きるとしている。 

規制庁は、核計装（起動系）の計測範囲の表記の変更及び核計装（起動系）

の中性子検出器の更新について、以下のとおり設計していることを確認した

ことから、第３０条第１項第１号の規定に適合するものと判断した。 

① 設置変更許可申請書の設計方針に基づき、起動系、運転出力系及び安

全出力系の核計装の計測範囲をオーバーラップさせることにより、炉心

における中性子束密度及び中性子束密度から換算される熱出力を連続

して計測、監視する設計に変更はないこと 

② それら 3 系統のうち、運転出力系及び安全出力系の核計装の設計に変

更はなく、今回更新する起動系の中性子検出器については、同等の性能

を有する検出器に更新するものであること 

③ 核計装（起動系）の計測範囲の表記の変更については、実際の計測方

式に合わせて熱出力から中性子束の計数率にその表記単位を変更する

ものであり、核計装の計測、監視に影響を与えるものではないこと 

 

また、工事の計画については、第３０条に規定されている要求事項等を踏ま

え、当該設備が期待される機能を確実に発揮できるように、工事の方法及び手



順並びに使用前事業者検査の項目及び方法が適切に定められていることを確

認したことから、工事の計画として妥当であり、第３０条の規定に適合するも

のと判断した。 

 

規制庁は、上記（１）の事項を確認したことから、本申請は、法第２７条第

３項第２号の規定に適合するものと判断した。 

 

４．審査結果 

規制庁は、上記２．及び３．の事項を確認したことから、本申請は、法第２

７条第３項各号のいずれにも適合するものと判断した。 

 

 

 


